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○千葉県地域防災計画新旧対照表【第６編 公共交通等事故編】 

修正案 現行 

 
第１章 海上事故災害対策 

 
第３節 応急対策計画 

 

１ 県の応急活動体制 

  県における配備基準は別表のとおりとする。 

【別 表】 

１ 配備基準 

  海上事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災政策課 消防課 産業保安課 
健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 水産課 漁港課 港湾課 
病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第
３
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁教育振興部学校安全保健課 

出先機関（略） 

 
第２章 航空機事故災害対策 

 

第１節 基本方針 

 

本章は、成田国際空港及びその周辺（以下「成田国際空港消防相互応援協定」締結市町村の区域をいう。）並びにその他の地域に

おいて、航空機の炎上等により、多数の死傷者を伴う大規模な災害（以下「航空機災害」という。）が発生した場合、又は発生する

おそれがある場合に、その拡大を防御し、被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施する各種の応急対策及び平素から体制を整

備するための予防計画を定めるものとする。 

なお、海上遭難の場合は、前章「海上事故災害対策」に準ずる。 

 防災関係機関 

  ※ 成田国際空港消防相互応援協定団体 

 成田市（神崎町含む）、香取広域市町村圏事務組合（香取市、多古町、東庄町）、佐倉市八街市酒々井町消防組合（佐倉市、

八街市、酒々井町）、山武郡市広域行政組合（東金市、山武市、大網白里市、九十九里町、芝山町）、匝瑳市横芝光町消防組

合（匝瑳市、横芝光町）、栄町、富里市、四街道市、印西地区消防組合（印西市、白井市）及び成田国際空港㈱ 

 

第１章 海上事故災害対策 

 
第３節 応急対策計画 

 

１ 県の応急活動体制 

  県における配備基準は別表のとおりとする。 

【別 表】 

１ 配備基準 

  海上事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災計画課 消防課 
健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 水産課 漁港課 港湾課 
病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第
３
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁学校安全保健課 

出先機関（略） 

 
第２章 航空機事故災害対策 

 

第１節 基本方針 

 

本章は、成田国際空港及びその周辺（以下「成田国際空港消防相互応援協定」締結市町村の区域をいう。）並びにその他の地域に

おいて、航空機の炎上等により、多数の死傷者を伴う大規模な災害（以下「航空機災害」という。）が発生した場合、又は発生する

おそれがある場合に、その拡大を防御し、被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施する各種の応急対策及び平素から体制を整

備するための予防計画を定めるものとする。 

なお、海上遭難の場合は、前章「海上事故災害対策」に準ずる。 

防災関係機関 

 ※ 成田国際空港消防相互応援協定団体 

 成田市（神崎町含む）、香取広域市町村圏事務組合（香取市、多古町、東庄町）、佐倉市八街市酒々井町消防組合（佐倉市、

八街市、酒々井町）、山武郡市広域行政組合（東金市、山武市、大網白里町、九十九里町、芝山町）、匝瑳市横芝光町消防組

合（匝瑳市、横芝光町）、栄町、富里市、四街道市、印西地区消防組合（印西市、白井市）及び成田国際空港㈱ 
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修正案 現行 

第３節 応急対策計画 
  

１ 県の応急活動体制 

  県における配備基準は、別表２のとおりとする。 

２ 情報の収集 

 初動体制を早期に確立するため、関係機関は下記のルートにより情報の受伝達を緊密に行う。 

◎情報受伝達ルート 

（１）成田国際空港区域内の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【別表１】 防災関係機関 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【別表２】 

１ 配備基準 

 
 
 

機関名等 

（公社）千葉県医師会 

（一社）千葉県歯科医師会 

（一社）千葉県薬剤師会 

東日本電信電話㈱ 

㈱ＮＴＴドコモ千葉支店 

ソフトバンクテレコム（株）、ソフトバンクモバイル（株） 

第３節 応急対策計画 
  

１ 県の応急活動体制 

  県における配備基準は、別表２のとおりとする。 

２ 情報の収集 

 初動体制を早期に確立するため、関係機関は下記のルートにより情報の受伝達を緊密に行う。 

◎情報受伝達ルート 

（１）成田国際空港区域内の場合 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別表１】 防災関係機関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【別表２】 

１ 配備基準 

 
 
 

機関名等 

（社）千葉県医師会 

（社）千葉県歯科医師会 

（社）千葉県薬剤師会 

東日本電信電話㈱千葉支店 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 千葉支店 

日本赤十字社千葉県支部 
県 医 師 会 
県 歯 科 医 師 会 
県 薬 剤 師 会 
県 看 護 協 会 
県 接 骨 師 会 
国 立 病 院 機 構 
災 害 拠 点 病 院 

地 区 医 師 会 
地区歯科医師会 
地区薬剤師会 

周 辺 
市 町 村 
消防本部 

県 警 察 

本 部 

消 防 庁 

県 

被 災 

市 町 村 

被 災 
市 町 村 
消防本部 

地元医師会・地元歯科医師会 

成田空港事

務 所 

当 該 
航空運送
事業者等 

成田国際

空 港 ㈱ 

成田国際空港 

警 察 署 

日本赤十字社千葉県支部 
県 医 師 会 
県 歯 科 医 師 会 
県 薬 剤 師 会 
県 看 護 協 会 
県 接 骨 師 会 
国立病院機構病院機構 
災 害 拠 点 病 院 

地 区 医 師 会 
地区歯科医師会 
地区薬剤師会 

周 辺 
市 町 村 
消防本部 

県 警 察 

本 部 

消 防 庁 

県 

被 災 

市 町 村 

被 災 
市 町 村 
消防本部 

地元医師会・地元歯科医師会 

成田空港事

務 所 

当 該 
航空運送
事業者等 

成田国際

空 港 ㈱ 

成田国際空港 

警 察 署 
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修正案 現行 

  航空機事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災政策課 消防課 産業保安課 
空港地域振興課 健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第

３
配
備
） 

設置する本部 （略） 
配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁教育振興部学校安全保健課 

出先機関（略） 
 

第３章 鉄道事故災害対策 

 
第３節 応急・復旧計画 

１ 行政等による応急活動体制 

  県及び市町村は、発災後速やかに、情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部の設置等必要な体制をとる。なお、県における

配備基準は別表のとおりとする。 

２ 情報収集・伝達体制 

  鉄道事故情報等の連絡 

 関係機関連絡先 

 

鉄軌道事業者  防災担当課 ＮＴＴ電話 鉄軌道事業者  防災担当課 ＮＴＴ電話 

東 京 地 下 鉄 ㈱ 総合指令所 03-5395-1162 東 葉 高 速 鉄 道 ㈱ 安全防災課 047-458-0039 

京葉臨海鉄道㈱ 運 輸 部 043-265-2530 
日 本 貨 物 鉄 道 ㈱ 
（ 関 東 支 社 ） 

総 務 部 03-3239-9282 

流 鉄 ㈱ 鉄 道 部 04-7158-0117 東 京 都 交 通 局 
運 転 課 
保 安 係 

03-5320-6082 

銚子電気鉄道㈱ 運 輸 課 0479-22-0316 芝 山 鉄 道 ㈱ 総 務 部 0479-78-1141 

千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱ 運 転 課 043-287-8210 首都圏新都市鉄道㈱ 管 理 課 03-3839-7352 

い す み鉄 道 ㈱ 鉄 道 部 0470-82-2161 山 万 ㈱ 鉄道事業部 043-487-5036 

   ㈱舞浜ﾘｿ ﾞ ｰ ﾄ ﾗ ｲ ﾝ ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ部 047-305-2409 

 
 

関東運輸局担当課 防災無線電話 防災無線ＦＡＸ ＮＴＴ電話 ＮＴＴＦＡＸ 

総務部安全防災・危機管理課 ―― ―― 045-211-7269 045-681-3328 

  航空機事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災計画課 消防課 
空港地域振興課 健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第

３
配
備
） 

設置する本部 （略） 
配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁学校安全保健課 

出先機関（略） 

 

第３章 鉄道事故災害対策 

 
第３節 応急・復旧計画 

１ 行政等による応急活動体制 

  県及び市町村は、発災後速やかに、情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部の設置等必要な体制をとる。なお、県における

配備基準は別表のとおりとする。 

２ 情報収集・伝達体制 

  鉄道事故情報等の連絡 

 関係機関連絡先 

 

 

 

 

鉄軌道事業者  防災担当課 ＮＴＴ電話 鉄軌道事業者  防災担当課 ＮＴＴ電話 

東 京 地 下 鉄 ㈱ 総合指令所 03-5395-1162 東 葉 高 速 鉄 道 ㈱ 安全防災課 047-458-0039 

京葉臨海鉄道㈱ 運輸ｸﾞﾙｰﾌ  ゚ 043-265-2530 
日 本 貨 物 鉄 道 ㈱ 
（ 関 東 支 社 ） 

総 務 部 03-3239-9282 

流 鉄 ㈱ 鉄 道 部 04-7158-0117 東 京 都 交 通 局 
運 転 課 
保 安 係 

03-5320-6082 

銚子電気鉄道㈱ 運 輸 課 0479-22-0316 芝 山 鉄 道 ㈱ 総 務 部 0479-78-1141 

千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱ 運 転 課 043-287-8210 首都圏新都市鉄道㈱ 管 理 課 03-3839-7352 

い す み 鉄 道㈱ 鉄 道 部 0470-82-2161 山 万 ㈱ 鉄道事業部 043-487-5036 

   ㈱舞浜ﾘｿ ﾞ ｰ ﾄ ﾗ ｲ ﾝ 

ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ部 

ﾄ ﾗ ﾝ ｼ ﾞ ｯ ﾄ 

ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ  ゚

047-305-2409 

関東運輸局担当課 防災無線電話 防災無線ＦＡＸ ＮＴＴ電話 ＮＴＴＦＡＸ 

総 務 部 総 務 課 ―― ―― 045-211-7269 045-212-2017 
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修正案 現行 

８ 各事業者による応急・復旧対策 
 

事業者  概                要 

 
 
 
新 京 成 
電 鉄 ㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［応急・復旧対策］ 

 

  

 

 

 

事業者  概                要 

 
 
 
東武鉄道㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［応急・復旧対策］ 

 
 

 

８ 各事業者による応急・復旧対策 

 

事業者  概                要 

 
 
 
新 京 成 
電 鉄 ㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［応急・復旧対策］ 

  

 

 

 

 

事業者  概                要 

 
 
 
東武鉄道㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［応急・復旧対策］ 
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修正案 現行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者  概                要 

 
 
 
京 葉 臨 海 
鉄 道 ㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［応急・復旧対策］ 
 列車の運転中に事故災害が発生した場合は、関係乗務員は、冷静に状況を判断し、「運転

事故応急復旧処理手続」に定めるところにより、事故災害の概況について、千葉貨物駅指

令長に報告する。また、報告を受けた指令長は、災害情報の伝達等の適切な処置を講ずる

ものとする。 
（１）災害対策本部の設置 

 事故又は災害の発生により輸送に著しく支障の生じる場合は、本社に災害対策本部

を設置するとともに、鉄道本部運輸部（千葉貨物駅）に現地災害対策本部を設置し、

復旧要員を指揮して早期復旧を図る。 

（２）自衛消防隊 
 事故又は災害時に火災が発生した場合は、「防災規程」に定めるところにより、自衛

消防隊は、公設消防隊の到着するまで、現地対策本部長又は駅区長の指揮により、初

期消火作業を行う。 

 
［情報連絡体制］ 
 事故発生時の連絡 
 
 【鉄道の事故発生時の連絡系統図】 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 大規模な鉄道事故が発生した場合、速やかに関東運輸局、県警察及び所轄消防署に連絡

する。 

 

 

事業者  概                要 
 
 
 
京 葉 臨 海 
鉄 道 ㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［応急・復旧対策］ 
 列車の運転中に事故災害が発生した場合は、関係乗務員は、冷静に状況を判断し、「運転

事故応急復旧処理手続」に定めるところにより、事故災害の概況について、千葉貨物駅指

令長に報告する。また、報告を受けた指令長は、災害情報の伝達等の適切な処置を講ずる

ものとする。 
（１）災害対策本部の設置 

 事故又は災害の発生により輸送に著しく支障の生じる場合は、本社に災害対策本部

を設置するとともに、鉄道部運輸グループ（千葉貨物駅）に現地災害対策本部を設置

し、復旧要員を指揮して早期復旧を図る。 

（２）自衛消防隊 
 事故又は災害時に火災が発生した場合は、「防災規程」に定めるところにより、自衛

消防隊は、公設消防隊の到着するまで、現地対策本部長又は駅区長の指揮により、初

期消火作業を行う。 

 
［情報連絡体制］ 
 事故発生時の連絡 
 
 【鉄道の事故発生時の連絡系統図】 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 大規模な鉄道事故が発生した場合、速やかに関東運輸局、県警察及び所轄消防署に連絡

する。 

事

故

現

場

千

葉

貨

物

駅 

運

転

指

令

長 

鉄 道 本 部 
（ 運 輸 部 ） 

関 係 部 署 所 轄 消 防 署 
（出張所含む） 

県 警 察 

関 東 運 輸 局 

県 

事

故

現

場

千

葉

貨

物

駅 

運

転

指

令

長 

鉄 道 部 
（ 運 輸 グ ル ー プ ） 

関 係 部 署 所 轄 消 防 署 
（出張所含む） 

県 警 察 

関 東 運 輸 局 

県 
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修正案 現行 

 

事業者  概                要 

 
 
 

東 葉 高 速 
鉄 道 ㈱ 

［応急・復旧対策］ 
 事故及び災害等の発生又は発生する恐れのあるときは、社員は「事故・災害等対策規程」

に定めるところにより、その予防、拡大の防止、応急対策、復旧、救護を行うとともに、

避難誘導及び事故・災害情報の伝達等の適切な措置をとる。 
（１）事故・災害等対策本部の設置 

 事故・災害等の発生により輸送に著しい支障の生じる場合は、本社内に事故・災害

等対策本部、現地に現地対策本部を設置し、対策要員を指揮して早期復旧を図る。 
（２）救護 

 現地対策本部長は、救護の処置を適切かつ迅速に実施するため、「事故・災害等対策

規程」の定めるところにより、現地対策本部運輸班、施設班を待機させ、出動要請に

備えておく。 
 
 
［情報連絡体制］ 
 鉄道の事故発生時の連絡系統図 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業者  概                要 

 
 
 

東 葉 高 速 
鉄 道 ㈱ 

［応急・復旧対策］ 
 列車走行中に災害及び事故が発生した場合は、関係社員は「事故・災害対策規程」に定

めるところにより、その予防、拡大の防止、応急対策、復旧、救護を行うとともに、避難

誘導及び災害・事故情報の伝達等の適切な措置をとる。 
（１）事故・災害対策本部の設置 

 災害及び事故の発生により輸送に著しい支障の生じる場合は、本社内に事故・災害

対策本部、現地に復旧対策本部を設置し、対策要員を指揮して早期復旧を図る。 
（２）自衛消防隊 

 自衛消防隊は、消防機関が到着するまで、当務責任者の指揮により旅客の安全を図

り、消火器等により初期消火作業を行う。 
（３）救護 

 事故・災害対策本部長は、救護の処置を適切かつ迅速に実施するため、「事故・災害

対策規程」の定めるところにより、現地復旧対策本部救護班を待機させ、出動要請に

備えておく。 
［情報連絡体制］ 
 鉄道の事故発生時の連絡系統図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 大規模な鉄道事故が発生した場合、速やかに関東運輸局、県警察及び各市町村の消防機

関に連絡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関 東 運 輸 局 本 社 
（事故・災害等対策本部） 

運

輸

指

令

所

事
故
・
災
害
等
発
生
現
場

関 東 運 輸 局 

市町村消防機関 県 市町村消防機関 

県 警 察 県 警 察 

関 東 運 輸 局 本 社 
（事故・災害対策本部） 

運

輸

指

令

事

故

現

場

関 東 運 輸 局 運

輸

指

令

事

故

現

場

市町村消防機関 県 市町村消防機関 

県 警 察 県 警 察 
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修正案 現行 

 

事業者  概                要 

 
 
 

芝山鉄道㈱ 

［応急・復旧対策］ 
（４）大規模事故災害が発生した場合における情報連絡体制 
   鉄道事故発生時の緊急連絡体制 

 
 
 

【別 表】 

１ 配備基準 

  鉄道事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災政策課 消防課 産業保安課 
交通計画課 健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第
３

配
備
） 

設置する本部 （略） 
配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁教育振興部学校安全保健課 

出先機関（略） 
 

 

事業者  概                要 

 
 
 

芝山鉄道㈱ 

［応急・復旧対策］ 
 （４）大規模事故災害が発生した場合における情報連絡体制 
   鉄道事故発生時の緊急連絡体制 

 

 

 

【別 表】 

１ 配備基準 

  鉄道事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 
配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災計画課 消防課 
交通計画課 健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第
３

配
備
） 

設置する本部 （略） 
配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁学校安全保健課 

出先機関（略） 
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修正案 現行 

 
第４章 道路事故災害対策 

 
第３節 応急対策計画 

 

１ 県の応急活動体制 

  県における配備基準は別表のとおりとする。 

 
【別 表】 

１ 配備基準 

  道路事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災政策課 消防課 産業保安課  
健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 道路環境課 病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第
３

配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁教育振興部学校安全保健課 

出先機関（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第４章 道路事故災害対策 

 
第３節 応急対策計画 

 

１ 県の応急活動体制 

  県における配備基準は別表のとおりとする。 

 

【別 表】 

１ 配備基準 

  道路事故 

（
第
１
・
第
２
配
備
） 

設置する本部 （略） 
配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
危機管理課 防災計画課 消防課 
健康福祉政策課 医療整備課 薬務課 道路環境課 病院局経営管理課 

出先機関（略） 

（
本
部
第
１
～
本
部
第
３

配
備
） 

設置する本部 （略） 

配備基準 （略） 

配備を要する

課等 

本 庁 
（略） 
教育庁学校安全保健課 

出先機関（略） 

 

 

 


